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○銃砲刀剣類所持等取締法第11条の運用について 

昭和38年２月６日 

佐警本例規（防）第２号 

みだしの法第11条「許可の取消し及び仮領置」の取扱いについては下記の点に留意し、こ

れが運用上遺憾のないよう配意されたい。 

記 

１ 取消処分の具申 

法第11条第１項各号の一または第２項、第３項および第４項に該当し、所持許可の取消

処分を必要と認めたときは、次の事項を調査し、様式第１号「銃砲刀剣類所持許可取消処

分上申書」により具申しなければならない。 

(1) 被具申者の本籍、住所、職業、氏名、生年月日 

(2) 所持する銃砲等の種類、用途、主たる所持目的、許可年月日及び許可番号 

(3) 被具申者の性行及び経歴 

(4) 取消処分を必要とする理由 

(5) その他参考事項 

(6) 署長の意見 

具申にあたっては、取消処分の必要性を立証するための資料を添付しなければならない。 

２ 仮領置 

法第11条第６項又は第７項の規定による仮領置については、次の各号によって処理しな

ければならない。 

(1) 仮領置を必要と認めたときは、本部長に報告して指揮を受けること。 

(2) 前号の指揮に基づき仮領置をしたきときは、すみやかに様式第２号「仮領置報告書」

により本部長に報告すること。 

３ 許可が取消されたときの返還 

規則第11条の５の31の規定による申請書を受理したときは、当該申請人に係る許可証を

呈示せしめ、申請書の内容及び添付書類の真否について調査し、支障がないと認めたもの

については、返還するとともに、すみやかに様式第３号「仮領置（一時保管）物件返還報

告書」により本部長に報告しなければならない。 

４ 許可が取消されなかったときの返還 

法第11条第９項の規定により返還したときは、すみやかに様式第３号（同上様式）によ

り本部長に報告しなければならない。 



2/9 

５ 売却処分 

法第８条第９項の規定により売却処分を行なったときは、すみやかに様式第４号「仮領

置（一時保管）物件売却処分報告書」により本部長に報告しなければならない。 

６ 廃棄処分 

法第８条第９項の規定により廃棄処分を行ったときは、すみやかに様式第５号「仮領置

（一時保管）物件廃棄処分報告書」により本部長に報告しなければならない。 

７ その他 

(1) 取消処分の必要性を立証するための資料とは、法第11条第１項各号の一または第２

項、第３項、第４項および第５項に該当することを証明するに足りる十分な資料という

ことである。 

(2) 一時保管は、現場における危害予防のために設けられた行政上の手段であり、犯罪

捜査上の手段には、この規定を利用することができないので一時保管した物件が犯罪捜

査の目的物として措置する必要が生じたときは、提出者に返還した後あらためて司法的

な措置をとること。 
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